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管理職候補者を対象とする管理職着任前研修プログラムの実践的研究†

鎌田　　信＊・田仲　誠祐＊・和田　　渉＊＊　

秋田大学大学院教育学研究科＊・秋田県教育庁＊＊　

　近年，教員育成指標が整備される中で管理職育成指標も作成され管理職育成に係る研修が計
画・実践されてきている．しかしながら，管理職登用後の研修計画は多いものの，管理職着任
前における系統的な管理職育成に係る研修については，知る限りでは充実しているとはいえず，
管理職着任前における教職大学院の知見を活用した育成研修についての，実践的研究について
考察したものも多いとはいえない．
　本研究は管理職着任前における，直前研修プログラムの開発について考察するものである．
ここでは鎌田（2023）らの第一報の調査研究をもとに着任前に身に付けさせたい資質能力を踏
まえた研修講座を企画･実践し，研修講座の方法，研修内容，研修時期，研修の効果などにつ
いて検証している．研修講座の方法としてパッケージ型の研修方法を採用し，4年間の研修講
座の実践・改善を行い研修講座の定着を目指している．なお，研修講座の評価については2023
年度の研修講座から考察した．各講座とも管理職の視点や立場から考える研修内容としたこと
により受講者のモチベーションの高い研修講座となり，かつ肯定的評価が得られている．
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1.　はじめに
教員の年齢構成の偏りなどの問題も影響し，主任経
験など十分なマネジメント経験をもたない教員の管理
職登用や，教育を取り巻く環境変化に伴う管理職に求
められる資質能力の変化など，学校管理職育成に係る
課題は多岐にわたる．
学校管理職育成に関係する研修についての研究とし
ては佐古（2014）の学校組織マネジメント研修プログ
ラムの構成と効果に関する研究や，芥川（2022）の新
任教頭を対象とした学校経営課題解決のための職能開
発研修などの研究もあるが，管理職着任前の研修につ
いてその考え方や方法，効果について論じているもの
は多いとはいえない．
鎌田（2023）らは管理職育成の効果的な研修プログ
ラム開発を目指し研究を進めてきており，その研究の
一環として，これまで管理職候補者や教頭に対して，
管理職に特に求められる資質能力，現在ある程度身に
ついていると思われる資質能力，管理職着任前まで最

小限身に付けたい資質能力，着任後に身に付いたと思
われる資質能力についての調査を行っている．これら
の調査から管理職に特に求められる資質能力，管理職
着任前までに身に付けさせたい資質能力，教員に共通
に求められる資質能力として分類し，管理職着任前か
ら着任後の各ステージにおいて必要となる資質能力と
して整理しており，資質能力の育成から考える今後の
管理職着任前研修モデルの知見を示している．管理職
育成においてどのような時期に，どのような資質能力
を身に付けることを必要としているのかを把握するこ
とは，今後の管理職育成を行う上で有効であり，また，
次期管理職候補者のニーズに合わせた研修を企画する
上でも参考となる研究資料を提供している．
本研究は鎌田（2023）らの研究成果をもとに，第二
報として管理職着任前の直前研修をどのように考え，
また，系統立てた管理職着任までの研修プログラムを
効果的なものにすることが出来るのか，教職大学院の
知見を活用した研修講座として2020年～2023年までの
4年間のA県における実践を検証し，管理職着任前
の直前研修プログラム開発を目指して考察するもので
ある．
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2.　A県における管理職育成研修の課題
（1）2020年以前のA県における小中学校管理職の育
成に係る研修には教育委員会が主催する研修がある
が，そのほとんどが管理職着任後に行われる新任教頭
研修や新任校長研修であり．管理職着任前にその資質
能力の向上に資するまとまった研修は少ない．
（2）着任前に行われる研修としては教頭試験合格者
に対して実施される 1日研修があるが，服務や心構え
についての研修が主であり，組織マネジメントをはじ
めとする理論的な研修はほとんど実施されていない．
（3）教育委員会では教職大学院「学校マネジメント
コース」に毎年10名の現職教員（管理職候補者）を派
遣し，管理職の育成を図っているが，育成研修として
は数的には少なく，多くの管理職候補者の育成にはつ
ながっていない．
（4）教職大学院へ現職教員が派遣され管理職の育成
が行われているが，その他，管理職育成に関する教職
大学院と教育委員会との連携は知る限り見つけること
ができず，教職大学院の知見を十分に活用していると
はいえない．
以上のような課題が考えられる．これらの課題に対
応して，教職大学院の知見を活用した管理職育成研修
を教育委員会と連携して開発する必要があるものと考
えた．

3.　研修講座の考え方
管理職育成のための研修の在り方については，どの
時期に研修講座を設定し，どのような教員層に対して
行うのかなど，各県教育委員会の現状に基づく考え方
がある．長期的な管理職の育成を目指し，各年齢層に
おいて計画的に段階を経て育成講座等を設定するなど
の取り組みも見られるが，本研究は管理職育成を急務
とするA県の管理職登用の現状を考慮し，管理職候
補者を対象とした管理職着任前の直前研修を開発する
ことを目的としている．また，研修を企画するにあた
り，鎌田（2023）らの調査で得られた着任前に特に身
に付けさせたい資質能力（図 1）の知見を踏まえた研
修内容として計画した．なお，着任前に特に身に付け
させたい資質能力は管理職候補者・教頭のアンケート
調査における，着任前までに最小限身に付けたい資質
能力をもとに作成しており，管理職候補者ニーズも取
り入れた資質能力として整理されたものであることを
付け加えておく．

4.　研修講座の方法
管理職育成のための研修方法は様々であるが，今後
1～ 3年程度で管理職として着任する者を対象とした

研修を考えると，おおよそ次のような研修パターンが
想定される．いずれも，教職大学院の資産を活用する
場合を想定している．
（1）パッケージ型
管理職に必要とされる内容の講義を 2～ 3日程度の
日程で開設し受講する型式．
利点：受講者にとっては短期間で必要とされる要点を

学べる
課題：一定の内容を学ぶことが出来るが，個別の要望

に応えることが難しい．
（2）講座選択型
教職大学院の資産を活用して管理職に必要とされる
講座を何種類か開発し開講．自分が学びたい内容の講
座を受講する型式．
利点：自分が必要とする講座のみの取得が可能
課題：十分に選択できるだけの講座を設定する必要が

あり講座開設のための労力など，教職大学院側
の負担が大きい．また，受講が長期にわたる．

（3）大学院授業参加型
教職大学院のマネジメントコースなどの管理職養成
に対応したカリキュラムの講座を受講する型式．
利点：通常の授業に外部の現職教員が参加する方式の

ため，教職大学院側の負担は軽微．
課題：現職教員が対象のため参加出来る時間帯設定の

工夫が必要．
（4）オンデマンド型
（2）の講座選択型の講座コンテンツを作成しオン
デマンド配信をして受講する型式．
利点：個人の都合に合わせ自由に受講時間を選べる
課題：講義形式の講座となり，協議などの対話式の研

図 1　着任前に特に身に付けさせたい資質能力
資質能力の育成で捉える管理職着任前研修（鎌田2023）より編集
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修内容の設定が難しい．
4つの形式ともに前述したように利点・課題があげ
られる．（2）の講座選択型のようにある一定の教員層
を対象として個々の力量にあわせ，悉皆研修として定
められた単位数以上の選択取得を義務付けする方法な
どは，個々のニーズにも対応し，かつモチベーション
も高い研修講座となり優れている点が多い．管理職着
任前研修を着任前 2～ 3年と考えるような場合は主幹
教諭を設置している都道府県であれば次期管理職候補
の主幹教諭を対象にして受講させることも可能であ
り，有効に機能するものと考えられる．しかし，例え
ば主幹教諭の設置をしていない各県においては対象教
員を焦点化できず，受講者のモチベーションの違いに
よる研修効果の問題や受講者募集の方法に係る問題な
ど，研修講座運営には課題が残る．
　今後期待される研修の一つとして（4）のオンデマ
ンド型，もしくはオンライン型の研修が考えられる
が，知識・理論のみ学ぶのであれば現状においてもこ
のような方法は有効であるが，他の教員と議論を深め
ながらの演習，協議，発表などが伴う研修講座には十
分に対応できない．遠隔地からの研修も可能であり働
き方改革の面からも有効であり，今後の通信技術や活
用方法の研究が進むことを期待したい．現時点での管
理職着任前の直前研修としては対面形式の演習，協議
などを取り入れた研修は有効と判断しており，受講者
のニーズも高いことから今回の研修方法としてはオン
デマンド型については取り入れないこととした．
A県においては対象教員を教頭試験 1次合格者とし
ている．その多くが次年度管理職として登用される可
能性が高いことなどから管理職着任前の直前研修とし
て位置づけ実施している．そのため（2）の講座選択
型のように数年にわたって研修を継続する方式は現状
にはそぐわず実践するには無理がある．
一定の期間で必要な知識・理論に触れ今後の自身の
学びにつなげることや管理職意識をもつ必要性を意識
づけるために，A県においては（1）のパッケージ型
研修を用いて研修を企画することとした．また管理職
には管理職着任前までに身に付けさせたい（あるいは
今後身に付けたい）資質能力についての知識・理論を
踏まえ，主体的に学校課題を解決していく力を身につ
けさせたいと考えた．
後述するが講義のみに偏らない研修とするため，演
習・協議を十分に取り入れた参加型の研修となるよう
配慮している．また，内容的に 1日研修では収まらな
いことから，2回に分けての 2日間の研修講座として
いる．現場の教員で管理職候補者となる教員は教務主
任クラスがほとんどであり，勤務状況から考えても現

状ではこれ以上の研修日数の確保は容易ではない．
対象教員の人選は教育委員会が行い，第 1回目の研
修講座の受講者は教頭試験 2次合格の有無にかかわら
ず第2回目も継続して受講することとしている．また，
教職大学院が行う研修講座の後につながる教育員会の
研修講座，さらには着任後の新任教頭研修とのつなが
りも考慮した研修内容とした．

5.　School	Leader研修講座の実践と評価
2 日間の研修講座はSchool	Leader研修講座として
教育委員会が講座名を定め，実施は教職大学院教員と
県外講師 1名を招聘して実施した．これまで2020年に
初年度の試行的な研修講座として年 1回開催し，その
後，年 2回の研修講座として整備し改善を加えながら
継続して実施している．
（1）研修講座内容
研修講座内容例を表 1に示す．研修内容をⅠ～Ⅶに
分類し 2日間の日程で実施している．継続して管理職
候補者としての意識を持たせるためと，教育委員会の
着任前研修時期との関係から2023年度は 9月と11月に
分けて実施している．また，研修内容には管理職着任
前に特に身に付けさせたい資質能力の育成につながる
講座として，Ⅱインクルーシブの理念と特別支援教育
の推進（新たな教育課題対応力），Ⅲ学校危機管理の

図 2　管理職着任前研修から着任後研修までの想定
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現状と課題（危機管理），Ⅳ地域連携・協働の推進計
画と評価（新たな教育課題対応力，学校ビジョン構築），
Ⅴカリキュラム・マネジメントの意義と管理職の役割
（新たな教育課題対応力，マネジメント，リーダーシッ
プ），Ⅵ学校組織文化の形成と機能（組織管理），Ⅶ学
校経営戦略の分析と策定（マネジメント，学校ビジョ
ン構築，リーダーシップ）として各研修講座の中に関
連するように計画し配置している．また，Ⅰ管理職に
求められる資質能力については研修講座の序章として
これまでの調査研究から明らかになった管理職に特に
求められる資質能力をはじめとして管理職着任前まで

に身につけたい資質能力などの結果をもとに管理職の
資質能力に関する講座を設定し，A県の現状認識とと
もに管理職意識を高める研修講座としている．なお，
表 1に示すように，演習・協議・発表等を取り入れ主
体的に研修講座に参加できる工夫をしている．	
（2）受講対象者
受講者は教頭試験 1次合格者の中から募集し県教育
委員会が最終的な決定をする．対象教員を教頭試験 1
次合格者としているのは次年度管理職として登用され
る教員が多く，基礎的・基本的な管理職として押さえ
ておきたい事柄について身につけて欲しいことや高い

表	1　School	Leader　研修講座プログラム例（2023年）
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モチベーションをもった教員集団であり研修効果も高
くなるであろうとの期待，加えて管理職名簿登載者（教
頭試験合格者）のみならず今後も管理職を目指し，意
欲をもって継続して学んで欲しいとの意図をもって設
定している．参加者は年度による違いがあるが，50～
70名程度であり，2023年度は50名であった．
（3）研修評価
研修の評価は2023年度実施の研修講座修了後に
Google	Formsを活用して評価した．各研修講座の自
由記述の要約抜粋を表 2に，研修講座全体についての
要点別の頻度を表 3に示す．また，各研修講座及び研
修講座全体の有益性の評価を図 3に示す．
表 3に示すように，研修講座全体を通して受講者は
①管理職の視点での考え方について学習できた，②管
理職としての自覚・意識を持つことができた，③管理

職着任前にこのような研修を受講することが必要であ
る，④同様な立場の教員と意見を交わすことができた，
⑤管理職としての必要な知識を得ることができた，⑥
現場では得られない研修内容であった，などこれまで
の教諭としての立場とは違う管理職の視点や立場に
立った研修となり，有効に機能した様子が理解できる．
⑦その他は研修講座運営についての謝意や無回答など
である．
図 3に示すように各研修講座別ではⅠ管理職に求め
られる資質能力，Ⅱインクルーシブの理念と特別支援
教育の推進，Ⅲ学校危機管理の現状と課題，Ⅴカリキュ
ラム･マネジメントの意義と管理職の役割は有益，ど
ちらかというと有益と回答しているものがいずれも
100%である．その他の研修講座においても96%以上
が有益，どちらかというと有益と回答しており全研修

表	2　研修講座受講者評価（各研修講座）　自由記述　　　　　　　　　　　　　　　　　（要約抜粋）

表	3　研研修講受講者評価（研修講座全体）　　　　　　　　　　　　　（自由記述から分類：複数回答有）
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図 3　School	Leader　研修講座受講者評価（Ⅰ～Ⅶ・全体）



第46号　2024年 43

講座において肯定的な評価を示している．研修講座全
体（1・2回目）を通じても同様であり，特に有益で
あったと回答している受講者が85.7%と高い割合を示
した．
研修講座別ではⅢ学校危機管理の現状と課題で明確
に有益と回答した受講者が92.2%と特に高い割合を示
した．鎌田（2023）らの調査においても管理職に特に
求められる資質能力としてA県の管理職候補者と教
頭は危機管理を一番目に上げていることや，また，着
任するまでに最小限身に付けたい資質能力としてもA
県管理職候補者は一番目に上げていたなど，危機管理
については高い意識をもっているという結果がある．
今回school	Leader研修講座を受講している管理職候
補者も同様にそのような高い意識が受講後の調査にも
現れているものと考えられる．Ⅶ学校経営戦略の分析
と策定では自分の学校を分析後に行われた経営戦略の
策定の演習において他校の現状を知ることができたこ
とや，学校の実情に応じた戦略を討論することができ
たことなど，実践的な協議，演習が有意義であったと
評価するものが多かった．
研修講座についてこのような肯定的評価が多く得ら
れたことは管理職候補者が求める，着任前までに身に
つけたい資質能力に研修講座を焦点化したことが一つ
の要因であるものと考えるが，なによりも受講者は次
年度多くの者が管理職として現場で直面するであろう
課題に危機意識があり，貪欲に理論や知識を吸収しよ
うとする高いモチベーションを有する教員集団であ
り，そのこともまた，研修評価に影響しているものと
考えている．故に管理職育成において研修効果を高め
るためにはその研修内容，実施時期，対象者の選定な
どを十分に検討することが研修効果を上げることにつ
ながることが，今回の研修講座モデル開発と実践にお
いても示されたものと考える．

6.　まとめ
管理職育成における管理職着任前の直前研修のモデ
ル開発を目指し，4年にわたる実践から研修講座の在
り方について考察してきた．
これまでも論じてきたように，管理職育成の在り方
は各都道府県の年齢構成の偏りや現状の管理職育成に
おける課題など違いがあり，その育成方法には各都道
府県の考え方があり一様ではない．本研究はそのよう
な中でA県に対応した管理職育成について述べたも
のであるが，管理職着任前の直前研修の考え方や方法
などについて検証することで一定の知見と肯定的な評
価を得ることができた．
これまでの実践において①教育員会と連携した管理

職着任前のパッケージ型の直前研修講座モデルを開発
し定着させることができたこと，②研修講座モデルは
管理職に特に求められる資質能力や着任前に身に付け
させたい資質能力（着任前までに身につけたい資質能
力を含む）を反映した研修内容として企画し実践でき
たこと，③管理職着任前までに身につけたいと考える
管理職候補者のニーズに対応した研修内容として企画
できたこと，④これまでに実践した研修講座の考察か
ら，演習，協議，発表など受講者が主体性をもって取
り組むことができる講座構成としたこと，⑤実施時期
については教育委員会の実施する研修と系統的なつな
がりのあるものとしたこと，特に②～④のような実施
内容・方法の検討が受講者からの肯定的な評価を得る
ことにつながったものと考える．以上のようにこれま
で 4年間にわたり改善を重ね，実践してきたことによ
り，今後，教職大学院と教育委員会が連携し，継続し
た研修講座として定着させるための知見を得ることが
できたものと考えている．
一方，課題として，パッケージ型研修においては前
述したように短期間で必要な要点を学ぶことができる
が，個別の要望に応えることができないことや，テー
マに沿った内容について深く学ぶことができないなど
の課題がある．このことについては管理職としての必
要な要点について受講した後はそれぞれの課題に応
じ，自主的な研修に委ねることと考えていた．しかし
ながら，短期的な直前研修のみならず，ある一定の年
月にわたるより系統的で深い学びができる管理職育成
を考えることは必要なことであり，A県においても特
に，個々のニーズに応じた選択型研修について，管理
職育成研修の手法の一つとして検討していくことが必
要であるものと考える．
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Summary
In	 recent	 years,	 as	 the	Teacher	Development	
Index	 has	 been	 developed,	 the	 Administrator	
Development	 Index	 has	 also	 been	 created,	 and	
training	related	to	the	development	of	managers	has	
been	planned	and	 implemented.	However,	although	
there	are	many	training	programs	for	managers	after	
they	are	appointed	to	managerial	positions,	as	far	as	
I	know,	 the	 training	 for	systematic	development	of	
managers	before	 the	appointment	 to	a	managerial	
position	 is	not	substantial,	 and	 there	are	not	many	
practical	 studies	 on	management	 development	
training	that	utilizes	the	knowledge	of	the	Graduate	
School	of	Teacher	Education	before	the	appointment	
to	a	managerial	position.
This	 research	 examines	 the	 development	 of	
a	 training	 program,	 especially	 for	 those	 before	
taking	 on	 a	managerial	 position.	Here,	 based	 on	

the	research	of	Kamada	et	al.（2023）,	we	plan	and	
practice	training	courses	based	on	the	qualities	and	
abilities	 that	we	want	 students	 to	 acquire	before	
taking	office,	and	verify	the	method,	training	content,	
training	period,	and	effects	of	 the	 training	courses.	
We	have	adopted	a	package-type	 training	method	
as	the	method	of	the	training	course,	and	we	aim	to	
establish	 the	 training	by	practicing	and	 improving	
the	 training	course	 for	 four	years.	The	evaluation	
of	 the	 training	was	 considered	 from	 the	 training	
course	 in	FY2023.	Each	 course	was	 designed	 to	
be	considered	 from	the	perspective	and	position	of	
a	manager,	 resulting	 in	highly	motivated	 training	
courses	for	participants	and	positive	evaluations.

Key Words	:	Managerial	 position	 development,	
manager ia l 	 pos i t i on 	 cand idates ,	
development	 of	 qualifications	 and	
abilities,	 training	 before	 assuming	
managerial	position,	packaged	training	
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